
                     第 ７ 号 議 案
                              平 成 29年 ５ 月 30日

                             任 用 給 与 課

「職員に関する条例」に対する人事委員会の意見聴取について

  地方公務員法第５条第２項に基づき、平成29年５月25日付29議事第80号をもって東京都

議会議長より照会のあった議案（別添）に係る意見については、下記のとおり回答する。

                   記

議 案 名

１ 第９３号議案 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

２ 第９４号議案 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

意  見

異議ありません。



１ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

    雇用保険法等の改正に伴い、所要の改正を行う。

項   目
該 当 条 文

内           容

失業者の退職手当

第13条第７項

第８項

本体付則第29条

【雇用保険法等の改正に伴う規定整備】

○ 失業等給付の給付内容の改正に伴う規定整備

（第７項第２号）

個別延長給付の新設

→ 激甚災害等の被害を受けたため離職し、職業に就くことが困難な地

域内に居住する者や難病の患者等で、再就職を促進するために必要な

職業指導を行うことが適当であると認められたものに対する給付

○ 移転費の支給対象拡充に伴う規定整備

（第８項第５号）

  移転費相当額の支給要件に、「特定地方公共団体若しくは職業紹介事業

者」が紹介した職業に就くことを追加

○ 時限措置

（付則第 29条）

地域延長給付について平成 34年３月 31 日までの時限措置

施 行 期 日 等

附則第１条

第２条

  第３条

  

（第１条）

施行期日：公布の日（第８項については、平成 30年１月１日）

（第２条）

  第 13 条第７項に係る給付については、基本手当相当額の退職手当の支給

が平成 29 年４月１日以降に終了したものに適用

（第３条）

移転費相当額の支給については、特定地方公共団体若しくは職業紹介事

業者の紹介により職業に就いた日が、平成 30年１月１日以後である場合に

適用



２ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行う。

項   目

該 当 条 文

内           容

育児休業をするこ

とができない職員

第２条第１項

ハ（新設）

○ 育児休業をすることができる職員に、第２条の４（新設）に該当する一

般職非常勤職員を追加

育児休業法第２条

第１項の条例で定

める場合

第２条の４（新設）

○ 一般職非常勤職員については、子が１歳６か月になる日に育児休業をし

ており、かつ、２歳になるまで育児休業をすることが特に必要と認められ

る場合（※）に、２歳になるまで育児休業をすることができる旨を規定

※「特に必要と認められる場合」の具体例は、人事委員会の承認を得て東

京都規則で規定（１歳６か月の時点でも保育所に入れない場合等）

規 定 整 備

第２条第１項

イ（２）

ニ

第２条の５

○ 第２条第１項ハ及び第２条の４の新設に伴う規定整備

施 行 期 日 等

附則

平成 29 年 10 月１日

改正後の育児休業の取得手続については、施行日前から行うことができる。

【参考】地方公務員の育児休業等に関する法律の改正（平成 29年 10 月１日施行）

  
○ 非常勤職員の育児休業期間の拡大

非常勤職員について、特に必要と認められる場合には、子の年齢が２歳になるまで育

児休業を取得可能とする旨を規定

   地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項（抄）
改正前 改正後

職員は、任命権者の承認を受けて、当該職員の子

を養育するため、当該子が３歳に達する日（非常

勤職員にあっては、当該子の養育の事情に応じ、

１歳に達する日から１歳６か月に達する日までの

間で条例で定める日）まで、育児休業をすること

ができる。

職員は、任命権者の承認を受けて、当該職員の子

を養育するため、当該子が３歳に達する日（非常

勤職員にあっては、当該子の養育の事情に応じ、

１歳に達する日から１歳６か月に達する日までの

間で条例で定める日（当該子の養育の事情を考慮

して特に必要と認められる場合として条例で定め

る場合に該当するときは、２歳に達する日））まで、

育児休業をすることができる。





～ 目 次 ～

１ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（１頁）

２ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（４頁）

条 例 改 正 案 文 一 覧

別添













～ 目 次 ～

１ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（１頁）

２ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（４頁）

条 例 改 正 新 旧 対 照 表

参考１



職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 東 京 都 条 例 第 六 十 五 号 ） 新 旧 対 照 表 （ 抄 ）

改 正 案 現   行

第 一 条 か ら 第 十 二 条 ま で （ 現 行 の と お り ）

（ 失 業 者 の 退 職 手 当 ）

第 十 三 条 （ 現 行 の と お り ）

２ か ら ６ ま で （ 現 行 の と お り ）

７ （ 現 行 の と お り ）

一 （ 現 行 の と お り ）

二 そ の 者 が 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合

  イ 特 定 退 職 者 で あ つ て 、 雇 用 保 険 法 第 二 十 四 条 の 二 第 一 項 各 号 に

掲 げ る 者 に 相 当 す る 者 と し て 東 京 都 規 則 で 定 め る 者 の い ず れ か に

該 当 し 、 か つ 、 知 事 が 同 項 に 規 定 す る 指 導 基 準 （ 以 下 単 に 「 指 導

基 準 」 と い う 。 ） に 照 ら し て 再 就 職 を 促 進 す る た め に 必 要 な 職 業

安 定 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 四 十 一 号 ） 第 四 条 第 四 項 に 規 定 す

る 職 業 指 導 （ 以 下 単 に 「 職 業 指 導 」 と い う 。 ） を 行 う こ と が 適 当

で あ る と 認 め た も の

  ロ 雇 用 保 険 法 第 二 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る

理 由 に よ り 就 職 が 困 難 な 者 で あ つ て 、 同 法 第 二 十 四 条 の 二 第 一 項

第 二 号 に 掲 げ る 者 に 相 当 す る 者 と し て 東 京 都 規 則 で 定 め る 者 に 該

当 し 、 か つ 、 知 事 が 指 導 基 準 に 照 ら し て 再 就 職 を 促 進 す る た め に

第 一 条 か ら 第 十 二 条 ま で （ 略 ）

（ 失 業 者 の 退 職 手 当 ）

第 十 三 条 （ 略 ）

２ か ら ６ ま で （ 略 ）

７ （ 略 ）

一 （ 略 ）

（ 新 設 ）



必 要 な 職 業 指 導 を 行 う こ と が 適 当 で あ る と 認 め た も の

三 及 び 四 （ 現 行 の と お り ）

８ （ 現 行 の と お り ）

一 か ら 四 ま で （ 現 行 の と お り ）

五 公 共 職 業 安 定 所 、 職 業 安 定 法 第 四 条 第 八 項 に 規 定 す る 特 定 地 方 公

共 団 体 若 し く は 同 法 第 十 八 条 の 二 に 規 定 す る 職 業 紹 介 事 業 者 の 紹 介

し た 職 業 に 就 く た め 、 又 は 知 事 が 雇 用 保 険 法 の 規 定 の 例 に よ り 指 示

し た 同 法 第 五 十 八 条 第 一 項 に 規 定 す る 公 共 職 業 訓 練 等 を 受 け る た

め 、 そ の 住 所 又 は 居 所 を 変 更 す る 者 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 移 転 費

の 額 に 相 当 す る 金 額

六 （ 現 行 の と お り ）

９ か ら 1
4 ま で （ 現 行 の と お り ）

第 十 四 条 か ら 第 二 十 五 条 ま で （ 現 行 の と お り ）

   付 則

第 一 条 か ら 第 二 十 八 条 ま で （ 現 行 の と お り ）

第 二 十 九 条 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 以 前 に 退 職 し た 職 員 に 対 す る 第

十 三 条 第 七 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 の 規 定 中 次 の 表 の 上 欄 に

掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

第 二 十 八 条 ま で 第 二 十 八 条 ま で 及 び 附 則 第 五 条

ロ 雇 用 保 険 法 第 二 十 二 条 第 二 ロ 雇 用 保 険 法 第 二 十 二 条 第 二

二 及 び 三 （ 略 ）

８ （ 略 ）

一 か ら 四 ま で （ 略 ）

五 公 共 職 業 安 定 所 の 紹 介 し た 職 業 に 就 く た め 、 又 は 知 事 が 雇 用 保 険

法 の 規 定 の 例 に よ り 指 示 し た 同 法 第 五 十 八 条 第 一 項 に 規 定 す る 公 共

職 業 訓 練 等 を 受 け る た め 、 そ の 住 所 又 は 居 所 を 変 更 す る 者 同 条 第

二 項 に 規 定 す る 移 転 費 の 額 に 相 当 す る 金 額

六 （ 略 ）

９ か ら 1
4 ま で （ 略 ）

第 十 四 条 か ら 第 二 十 五 条 ま で （ 略 ）

   付 則

第 一 条 か ら 第 二 十 八 条 ま で （ 略 ）

（ 新 設 ）



項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で

定 め る 理 由 に よ り 就 職 が 困 難

な 者 で あ つ て 、 同 法 第 二 十 四

条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る

者 に 相 当 す る 者 と し て 東 京 都

規 則 で 定 め る 者 に 該 当 し 、 か

つ 、 知 事 が 指 導 基 準 に 照 ら し

て 再 就 職 を 促 進 す る た め に 必

要 な 職 業 指 導 を 行 う こ と が 適

当 で あ る と 認 め た も の

項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で

定 め る 理 由 に よ り 就 職 が 困 難

な 者 で あ つ て 、 同 法 第 二 十 四

条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る

者 に 相 当 す る 者 と し て 東 京 都

規 則 で 定 め る 者 に 該 当 し 、 か

つ 、 知 事 が 指 導 基 準 に 照 ら し

て 再 就 職 を 促 進 す る た め に 必

要 な 職 業 指 導 を 行 う こ と が 適

当 で あ る と 認 め た も の

ハ 特 定 退 職 者 で あ つ て 、 雇 用

保 険 法 附 則 第 五 条 第 一 項 に 規

定 す る 地 域 内 に 居 住 し 、 か

つ 、 知 事 が 指 導 基 準 に 照 ら し

て 再 就 職 を 促 進 す る た め に 必

要 な 職 業 指 導 を 行 う こ と が 適

当 で あ る と 認 め た も の （ イ に

掲 げ る 者 を 除 く 。 ）



職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 四 年 東 京 都 条 例 第 十 号 ） 新 旧 対 照 表 （ 抄 ）

改 正 案 現  行

第 一 条 （ 現 行 の と お り ） 第 一 条 （ 略 ）

（ 育 児 休 業 を す る こ と が で き な い 職 員 ） （ 育 児 休 業 を す る こ と が で き な い 職 員 ）

第 二 条 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 職 員 は 、 次 に 掲 げ る 職

員 と す る 。

第 二 条 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 職 員 は 、 次 に 掲 げ る 職

員 と す る 。

一 次 の い ず れ か に 該 当 す る 非 常 勤 職 員 以 外 の 非 常 勤 職 員 一 次 の い ず れ か に 該 当 す る 非 常 勤 職 員 以 外 の 非 常 勤 職 員

イ 次 の い ず れ に も 該 当 す る 非 常 勤 職 員 イ 次 の い ず れ に も 該 当 す る 非 常 勤 職 員

（
1
）

任 命 権 者 を 同 じ く す る 職 （ 以 下 「 特 定 職 」 と い う 。 ） に 引 き

続 き 在 職 し た 期 間 が 一 年 以 上 で あ る 非 常 勤 職 員

（
1
）

任 命 権 者 を 同 じ く す る 職 （ 以 下 「 特 定 職 」 と い う 。 ） に 引 き

続 き 在 職 し た 期 間 が 一 年 以 上 で あ る 非 常 勤 職 員

（
2
）

当 該 非 常 勤 職 員 の 養 育 す る 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 に 規

定 す る 子 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 一 歳 六 か 月 に 達 す る 日 （ 以 下

「 一 歳 六 か 月 到 達 日 」 と い う 。 ） ま で に 、 そ の 任 期 （ 任 期 が 更

新 さ れ る 場 合 に あ っ て は 、 更 新 後 の も の ） が 満 了 す る こ と 及 び

特 定 職 に 引 き 続 き 任 用 さ れ な い こ と が 明 ら か で な い 非 常 勤 職

員

（
2
）

当 該 非 常 勤 職 員 の 養 育 す る 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 に 規

定 す る 子 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 一 歳 六 か 月 に 達 す る 日 （ 第 二

条 の 三 第 三 号 に お い て 「 一 歳 六 か 月 到 達 日 」 と い う 。 ） ま で に 、

そ の 任 期 （ 任 期 が 更 新 さ れ る 場 合 に あ っ て は 、 更 新 後 の も の ）

が 満 了 す る こ と 及 び 特 定 職 に 引 き 続 き 任 用 さ れ な い こ と が 明

ら か で な い 非 常 勤 職 員

ロ （ 現 行 の と お り ） ロ （ 略 ）

ハ 第 二 条 の 四 に 規 定 す る 場 合 に 該 当 す る 非 常 勤 職 員 （ 当 該 非 常 勤

職 員 の 養 育 す る 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 に お い て 育 児 休 業 を し て

い る 非 常 勤 職 員 に 限 る 。 ）

（ 新 設 ）

ニ （ 現 行 の と お り ） ハ （ 略 ）

二 及 び 三 （ 現 行 の と お り ） 二 及 び 三 （ 略 ）



第 二 条 の 二 及 び 第 二 条 の 三 （ 現 行 の と お り ） 第 二 条 の 二 及 び 第 二 条 の 三 （ 略 ）

（ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 ） （ 新 設 ）

第 二 条 の 四 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 は 、 一 歳 六 か

月 か ら 二 歳 に 達 す る ま で の 子 を 養 育 す る た め 、 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の

一 歳 六 か 月 到 達 日 の 翌 日 （ 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 後 の 期 間 に お い

て こ の 条 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 し て そ の 任 期 の 末 日 を 育 児 休 業 の 期 間

の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 で あ っ て 、 当 該 任 期 が 更

新 さ れ 、 又 は 当 該 任 期 の 満 了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 任 用 さ れ る も の に

あ っ て は 、 当 該 任 期 の 末 日 の 翌 日 又 は 当 該 引 き 続 き 任 用 さ れ る 日 ） を

育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、

次 に 掲 げ る 場 合 の い ず れ に も 該 当 す る と き と す る 。

一 当 該 子 に つ い て 、 当 該 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 に

お い て 育 児 休 業 を し て い る 場 合 又 は 当 該 非 常 勤 職 員 の 配 偶 者 が 当

該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 （ 当 該 配 偶 者 が す る 地 方 等 育 児 休 業 の 期 間

の 末 日 と さ れ た 日 が 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 後 で あ る 場 合 に

あ っ て は 、 当 該 末 日 と さ れ た 日 ） に お い て 地 方 等 育 児 休 業 を し て い

る 場 合

二 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 後 の 期 間 に つ い て 育 児 休 業 を す る こ と

が 継 続 的 な 勤 務 の た め に 特 に 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 と し て 人 事 委

員 会 の 承 認 を 得 て 東 京 都 規 則 で 定 め る 場 合 に 該 当 す る 場 合

第 二 条 の 五 （ 現 行 の と お り ） 第 二 条 の 四 （ 略 ）

第 三 条 か ら 第 十 七 条 ま で （ 現 行 の と お り ） 第 三 条 か ら 第 十 七 条 ま で （ 略 ）
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１ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（１頁）

条 例 改 正 参 照 条 文

参考２



○

職

員

の

退

職

手

当

に

関

す

る

条

例

（

昭

和

三

十

一

年

東

京

都

条

例

第

六

十

五

号

）
（

抄

）

(

失

業

者

の

退

職

手

当)

第

十

三

条

７

第

一

項

又

は

第

三

項

に

規

定

す

る

場

合

の

ほ

か

、
こ

れ

ら

の

規

定

に

よ

る

退

職

手

当

の

支

給

を

受

け

る

者

に

対

し

て

は

、

次

に

掲

げ

る

場

合

に

は

、

雇

用

保

険

法

第

二

十

四

条

か

ら

第

二

十

八

条

ま

で

の

規

定

に

よ

る

基

本

手

当

の

支

給

の

例

に

よ

り

、

当

該

基

本

手

当

の

支

給

の

条

件

に

従

い

、

第

一

項

又

は

第

三

項

の

退

職

手

当

を

支

給

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

そ

の

者

が

知

事

が

雇

用

保

険

法

の

規

定

の

例

に

よ

り

指

示

し

た

同

法

第

二

十

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

公

共

職

業

訓

練

等

を

受

け

る

場

合

二

厚

生

労

働

大

臣

が

雇

用

保

険

法

第

二

十

五

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

措

置

を

決

定

し

た

場

合

三

厚

生

労

働

大

臣

が

雇

用

保

険

法

第

二

十

七

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

措

置

を

決

定

し

た

場

合

８

第

一

項

、

第

三

項

及

び

第

五

項

か

ら

前

項

ま

で

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

第

一

項

又

は

第

三

項

の

規

定

に

よ

る

退

職

手

当

の

支

給

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

者

で

次

の

各

号

の

規

定

に

該

当

す

る

も

の

に

対

し

て

は

、
そ

れ

ぞ

れ

当

該

各

号

に

掲

げ

る

金

額

を

、

退

職

手

当

と

し

て

、

雇

用

保

険

法

の

規

定

に

よ

る

技

能

習

得

手

当

、

寄

宿

手

当

、

傷

病

手

当

、

就

業

促

進

手

当

、

移

転

費

又

は

求

職

活

動

支

援

費

の

支

給

の

条

件

に

従

い

支

給

す

る

。

一

知

事

が

雇

用

保

険

法

の

規

定

の

例

に

よ

り

指

示

し

た

雇

用

保

険

法

第

三

十

六

条

に

規

定

す

る

公

共

職

業



訓

練

等

を

受

け

て

い

る

者

同

条

第

四

項

に

規

定

す

る

技

能

習

得

手

当

の

額

に

相

当

す

る

金

額

二

前

号

に

規

定

す

る

公

共

職

業

訓

練

等

を

受

け

る

た

め

、

そ

の

者

に

よ

り

生

計

を

維

持

さ

れ

て

い

る

同

居

の

親

族(

届

出

を

し

て

い

な

い

が

、

事

実

上

そ

の

者

と

婚

姻

関

係

と

同

様

の

事

情

に

あ

る

者

を

含

む

。)

と

別

居

し

て

寄

宿

す

る

者

雇

用

保

険

法

第

三

十

六

条

第

四

項

に

規

定

す

る

寄

宿

手

当

の

額

に

相

当

す

る

金

額

三

退

職

後

公

共

職

業

安

定

所

に

出

頭

し

求

職

の

申

込

み

を

し

た

後

に

お

い

て

、

疾

病

又

は

負

傷

の

た

め

に

職

業

に

就

く

こ

と

が

で

き

な

い

者

雇

用

保

険

法

第

三

十

七

条

第

三

項

に

規

定

す

る

傷

病

手

当

の

日

額

に

相

当

す

る

金

額

四

職

業

に

就

い

た

者

雇

用

保

険

法

第

五

十

六

条

の

三

第

三

項

に

規

定

す

る

就

業

促

進

手

当

の

額

に

相

当

す

る

金

額

五

公

共

職

業

安

定

所

の

紹

介

し

た

職

業

に

就

く

た

め

、

又

は

知

事

が

雇

用

保

険

法

の

規

定

の

例

に

よ

り

指

示

し

た

同

法

第

五

十

八

条

第

一

項

に

規

定

す

る

公

共

職

業

訓

練

等

を

受

け

る

た

め

、

そ

の

住

所

又

は

居

所

を

変

更

す

る

者

同

条

第

二

項

に

規

定

す

る

移

転

費

の

額

に

相

当

す

る

金

額

六

求

職

活

動

に

伴

い

雇

用

保

険

法

第

五

十

九

条

第

一

項

各

号

の

い

ず

れ

か

に

該

当

す

る

行

為

を

す

る

者

同

条

第

二

項

に

規

定

す

る

求

職

活

動

支

援

費

の

額

に

相

当

す

る

金

額



失業者の退職手当制度の概要

国家公務員の退職手当は、勤続報償を基本的性格としつつ、退職後の生活保障としての

性格も併せ持つことから、退職時に極めて低額の退職手当（退職金）しか受給しなかった

（又は退職手当が不支給であった）退職者が、その後一定期間内に失業状態にあるような

場合に限定して、「失業者の退職手当」を支給しています。

具体的には、国家公務員が退職した場合において、退職時に支給された「一般の退職手

当等の額」（A）が雇用保険の「失業等給付」（B）に満たない場合に、その差額分（B-A）

を限度として公共職業安定所等を通じて支給しているものです。（国家公務員退職手当法

第 10 条）

※ 失業者の退職手当の受給対象となるのは、退職時に支給される一般の退職手当等の額

（退職金）が相当に低い者か一般の退職手当等が支給されない者であり、主として、3

年以内などの短い勤続期間で退職した者です。

参考３



退職手当条例（失業者の退職手当制度）の改正について

参考４


